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研究成果の概要（和文）：再生期を迎えた住宅団地を対象に、長年で養われてきた様々な地域リソースの循環活用型再
生が可能となる意思決定支援システムの構築を目的として、住民要求の反映と再生目標の共有化に資するような「スト
ック再生効果診断システム」を開発した上で、社会実験として団地住民と協働したワークショップの開催やセルフリノ
ベーションによる空き家改修を実践し、その効果を検証した。そして、国内外の先進的な住民主体による住環境マネジ
メント活動の分析をふまえた上で、地域資源の保全と共助コミュニティの醸成に向けたロードマップを策定し、多様な
人々のニーズや文化を包含するハウジング手法を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop a decision support system for 
achievement of housing complex stock renovation by encouraging resource circulation. We first developed 
the Stock renovation Effectiveness Assessment Method (SEAM), which is to clarify various dwellers' needs 
and set common goals. Then we conducted several workshops with dwellers in public condominium, based on 
this method. And then we conducted social experiments of self-renovating an unoccupied house by dwellers, 
and assessed the possibility of such a method. We also investigated some visionary activities in 
self-management both in Japan and overseas, after then a road map for preserving the global environment 
and creating sustaining community was designed. As a result, we found that a housing system of sustaining 
regional resources by inclusive design for accommodating diverse demands and culture in renovation 
process may fosters sustainable community.

研究分野： 住環境計画

キーワード： 住宅団地　ストック再生　住民主体　リソース循環　コミュニティ・マネジメント　合意形成　意思決
定支援
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１．研究開始当初の背景 
高度成長期に郊外に大量に建設された住

宅団地が再生期を迎えており、その再生方針
には既存の地域コミュニティへの配慮や地
球環境へのインパクト等の問題から、ストッ
クを有効活用した方針への価値転換が求め
られている。そのストック活用による再生の
ためには、多様な居住者ニーズに応えながら
様々な改修方法をミックスさせた再生手法
の開発が必要となっている。本研究グループ
では、UR 都市機構が開発した高経年の住宅
団地の住戸を再生する改修実験を継続的に
行い、その再生効果を工法、コスト、生活検
証等の側面から検証し、実践展開への可能性
を見出してきた。今後は、これらの実証試験
の検証成果の汎用化と実践を図っていくと
共に、ストック再生を支援する仕組みの整備
が緊急の課題となっている。特に、団地型分
譲マンションでは区分所有者の合意形成が
不可欠であり、住民主体による再生に向けた
基盤整備が求められている。 

 
２．研究の目的 
再生期を迎えた住宅団地を研究対象に、地

域資源の保全と共助コミュニティの醸成に
向けた住民主体によるストック再生活動に
資する手法として、長年で養われてきた様々
な団地リソースの循環活用型再生への誘導
が可能となる意思決定支援システムを構築
する。そのために、住民要求の反映と再生目
標の共有化に有効となる「ストック再生効果
診断システム」を開発した上で、団地リソー
スの循環活用に向けた種々の社会実験を継
続的に実践する。そして、ストック活用の技
術的課題や合意プロセス、法的・不動産的課
題等を抽出し、研究成果を汎用化することで、
住民主体による団地リソース循環活用型ス
トック再生に向けたロードマップ（時系列の
実行計画）と再生デザイン手法を提示する。 

 
３．研究の方法 
(1) UR向ヶ丘第一団地でのストック再生実証
試験（2010）で得られた施工性、コスト、法
対応、生活検証などの様々な検証成果文 1）を、
再生手法ごとに整理・分析し、①社会、②経
済、③資源、④環境の４つの評価領域ごとに
持続可能型社会としての達成度の総合評価
を行うことができる「ストック再生効果診断
システム」（ＳＥＡＭ）を住民の合意形成に
寄与するツールとして開発した。 
(2) 団地再生に向けての課題を発見するこ
とを目的に、実在する分譲型住宅団地（高槻
市の T住宅、箕面市の N住宅）において、団
地住民と協働してワークショップを継続的
に実施し、住民意向の傾向を分析した。一方、
賃貸集合住宅団地として、UR 武庫川団地（以
下 M団地）及び兵庫県住宅供給公社芦屋浜高
層住宅（ASTM）若葉地区（以下 A団地）を対
象として、DIY での住戸改修に関する意識と、
それに伴う地域社会への愛着やコミュニテ

ィへの参加意識のアンケート調査を行い、コ
ミュニティ力涵養に関する意義を検証した。 
(3) 団地リソ－スの循環活用型再生の意義
と魅力を具体的に提示する社会実験として、
大阪府営瓜破東住宅（1961 年管理開始）の空
き住戸と洲本市が所有する空き家（旧高田家
住宅、明治 42 年棟上げ）を活用して住戸改
修実験を実施した。改修後には居住実験を行
うと共に、空き室をセルフリノベーションに
より活用することの有効性を検証した。 
(4) 団地再生マネジメントの仕組みと意思
決定の手法について、諸外国（英国、タイ、
台湾、香港等）での先進事例を調査した。特
に、我が国と類似する課題を抱えている台湾
での団地再生の課題を抽出するとともに、英
国の住宅協会が採用している団地委員会方
式の意思決定手法と、タイ国の伝統的住宅形
式であるショップ・ハウスのストック活用の
サポートシステムについて重点的に調査を
行った。 
(5) 多様な住民要求を踏まえた合意形成の
支援システムを検討する上での関連研究と
して、住民合意によるルールづくりで持続可
能な住環境保全に取り組んでいる建築協定
地区での活動実態を把握し、その評価システ
ムを開発した。また、郊外住宅地のコミュニ
ティにおける「互助」の有用性に着目し、京
都府宇治市の O学区の「Oゆう輪蔵ぶ」（2003
年発足）の活動内容を検証した。 
(6) 多文化共生を前提とした意思決定プロ
セスの方針を検証するために、住宅団地にお
ける外国人の居住適応実態についても特徴
を明らかにする。また、古民家の保存活用に
対する所有者や一般市民の意識の特徴も明
らかにした。 
以上の方法により、再生期を迎えた住宅団

地におけるリソ－ス循環活用型再生に資す
る意思決定支援システムを検討した。 
 

４．研究成果 
(1) 持続可能型社会としての達成度を総合
評価する「ストック再生効果診断システム」
（ＳＥＡＭ）を住民の合意形成ツールとして
開発し、住民意識の分析に活用した（図 1）。
また、再生手法ごとに本システムを援用して、
その再生効果を分析した。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
図１ ＳＥＡＭの診断結果（高槻市 T住宅） 



(2) 大阪府高槻市郊外のＴ住宅（1971 年入
居開始）と箕面市郊外のＮ住宅（1971 年入
居開始）において、団地住民と協働して団地
再生に向けての課題の発見を目的としたワ
ークショップを継続的に実施し、多様な住民
意向を反映させる再生に向けては、複層的な
住民要求に配慮して棟別再生を前提とした
合意活動を展開していくことが有効である
ことが明らかになった。また、そのための住
民組織の形成プロセスが課題となることが
浮き彫りになった。 
一方、賃貸住宅において地域への愛着心を

高揚させる有効な手法としてDIYによる住戸
改修の役割を検証するために、Ｍ団地におい
て、学生が DIY 改修した住戸を見学した地域
住民を対象に、DIY での自住戸改修に関する
意識と、それに伴う地域社会への愛着やコミ
ュニティへの参加意識のアンケート調査を
実施した。その結果、「共用部や地域の改善
に住民意志の反映は好ましいか」の問いに対
し、9割近くが好ましいと回答した。更に DIY
の経験の有無に関わらず、9 割以上が自住戸
を DIY 改修することにより、自住戸に対する
愛着、ひいては地域に対する愛着や帰属意識
が高まるとの結果が得られた。また、「住ま
いや地域の改善に住み手意志の反映はコミ
ュニティ力の強化になるか」という問いに対
しては、93%がコミュニティ力の強化に寄与
すると答え、自住戸および居住地域の改善に
居住者の意志を反映させることが、コミュニ
ティ力の強化に寄与することが示唆された。 
また、Ａ団地では共用部の改編に住民の意

思が反映されることに伴う、地域社会への愛
着やコミュニティへの参加意識に関するア
ンケート調査を実施したが、「住民参加の団
地運営により地域への愛着・帰属意識は高ま
るか」という問いに対して、「強く思う」・「思
う」の回答合計で 74%、「少し思う」まで含め
ると 94%が帰属意識が高まると回答した（図
2）。「自らの住居・地域の改良に住民意志の
反映は必要か」という問いに対しては、89%
が「強く思う」・「思う」と答えた。ここでも
住民参加の団地運営や住戸・地域の改良に住
民が意志を発現することで、地域への愛着・
帰属意識が高揚することが示唆され、住民意
志の反映が必要とする意見も9割近く持って
いることが判った。 
双方の調査から、住戸や共用部の改修・改

良に居住者の意志が反映されることで、コミ
ュニティ力が強化されることが示唆された。 

 

図 2 住民参加による愛着･帰属意識の高揚 
(3) 団地リソ－スの循環活用型再生の意義
と魅力を具体的に提示するために、大阪府営
瓜破東住宅の空き家を活用して住戸改修実
験を実施した（2014.8～11）。本改修実験に
は京都工芸繊維大学と武庫川女子大学の他

に関西大学、大阪工業大学が参加し、それぞ
れが担当住戸を改修した。改修後には居住実
験を行うと共に来場者アンケートを実施し、
空き室をセルフリノベーションにより活用
することの有効性を検証した。 

 

図 3 改修した空き住戸（左側）の平面 

（京都工芸繊維大学の担当住戸） 
図 3 の改修コンセプトは、最上階の空き室

に、団地住民だけでなく近隣住民も利用でき
る Third Place としての共有スペースをつく
り、その魅力を発信することであったが、改
修住戸のオープンハウスを行い、来場者アン
ケートを実施した結果、90％の人がこの場所
を利用したいと回答した（v.c=50 人）。利用
する目的としては、約半数が友人や近隣との
交流のためと答えており、マンションストッ
クには様々な潜在的可能性があることが検
証された。 
また、素人を想定した学生が大工や左官な

どのプロと一緒に施工することによるセル
フリノベーションの可能性を検証する社会
実験として、空き家となった古民家（兵庫県
洲本市所有）の改修工事を 2015 年 7 月から
本格的に開始し、翌年 3 月に竣工した（図 4）。 

図 4 学生が主体となった古民家の改修工事 
築100年以上の格式ある古民家の再生を建

築資材のリユースや地域産材を活用するこ
とによって改修・更新を実現したが、少人数
のプロと多数の学生が棲み分けながら作業
を行うことで、出来ることの範囲が大幅に広
がることがわかった（図 5）。一方で、プロは
たびたび作業を中断され、現場を飛び回るこ



とになり、コミュニケーションの取り方や作
業方法の確立のためには課題が残された。 

図 5 改修工事の組織図 
(4) 団地再生マネジメントの仕組みについ
て、海外文献及び現地調査等により英国とア
ジア諸国での先進事例を調査し、創造都市と
して魅力あるコミュニティ活性化に向けた
ストック活用手法とサポートシステムにつ
いて検証した。また、欧米諸国の住宅団地の
ストック再生の背景を分析し、当初の都市骨
格や建築計画の変化に対応できる柔軟な建
築上・管理運営上の仕組みが必要であること
が明らかになった。この点に関し、タイ国の
ショップハウスでのストック活用に着目し、
その効果的活用システムについて検討し、サ
ポートシステムとして専門家の支援ととも
に負担の軽い施工方法・事例についての情報
を提供することが重要となることが判った。 
また、居住者意識の集約、意思決定手法の

事例として英国の住宅協会（例えばロンドン
のポプラ・ハルカ等）が採用している方式を
調査した。その結果、団地住民により構成さ
れた団地委員会がコミュニティ内の諸事項
を討議して意思決定している仕組みは、団地
を改善する「団地プラン」の作成を手伝う役
割においても重要であることが確認できた。 
(5) 持続可能な住環境保全のために住民合
意で地域のルールづくりと運営に取り組ん
でいる建築協定地区での活動実態を明らか
にし、団地リソースの循環活用に資する意思
決定の特徴を明らかにした。そして、①景観
づくり、②人づくり、③運営活動の側面から
建築協定地区の活動成果を診断する評価シ
ステムを構築し、地域リソースの循環活用に
資する地域マネジメントのあり方について
知見を得た。 
また、団地リソースとしての多種多様な地

域コミュニティに着目し、宇治市 O学区の「O
ゆう輪蔵ぶ」における「互助」の有用性につ
いて検証した。そして、住民を交えたワーク
ショップやアンケート調査の結果から、高齢
者と若者の間で交流の隔たりが見られる郊
外住宅地の状況を打破するためには、シェア
リング・エコノミーのような個人間の互助を
根付かせることを目的とした地域住民主体
の互助システムが有効であることを明らか
にした。 

(6) 多文化共生を前提とした意思決定プロ
セスの方針を検証するために 、住宅団地に
おける外国人居住の実態を知る管理者や、住
民参加を前提とした改修事業者、外国人のた
めの住宅を斡旋する民間業者の経営者らへ
の聞き取り調査を行った。その結果、外国人
居住を含む多文化共生社会の器として高経
年の団地が機能している実態、今後のさらな
る活用の可能性を示唆する事例が知見され
た。また、古民家の保存活用に対する所有者
や一般市民の意識の特徴も明らかにし、住宅
団地や伝統的民家の保存と継続活用に関す
る所有者・管理者の意思決定プロセスにおい
ては、インタラクティブなコミュニケーショ
ンが重要であることが明らかになった。 
（7）住宅団地におけるリソース循環活用型
再生の課題について多角的に分析した上で、
共助コミュニティの醸成に資するための団
地リソース循環活用型の展開手法について
考察した。そのための支援ツールとして、「住
環境評価」「住まいへの要望」「長く住める団
地の条件」の 3 つの住民意識カテゴリーを軸
として、『住環境の評価を活かして、住まい
への要望に答えつつ、長く住める団地を目指
す。』という筋書きを元に、団地再生に向け
たロードマップを構成した（図 6）。3 つの住
民意識カテゴリーは「ストック再生効果診断
システム」の評価カテゴリーに振り分け、「住
環境評価」は評価の高い順番に、「住まいへ
の要望」と「長く住める団地の条件」はニー
ズの多い順番に並び替え、評価カテゴリー内
の各順位を比較することで筋書きを完成さ
せ、長く住める団地の実現に向けた具体的な
活動内容を決定していくシステムとした。着
手する優先順位及びスケジュールに関して
は住民層ごとの必要性や対策を検討してい
きつつ、最終的なロードマップとして完成さ
せていく必要がある。 

図 6 団地再生に向けたロードマップ 
(8) 団地再生に関する住民意志の決定方法
に関しては、住民の意志を如何にして確認し、
また集約するかということが課題となった
ことから、以下の方法を提案した。 
①協議会方式：団地や地域で活動する諸団体
（団地管理団体、自治会、老人会、社会福祉
協議会、PTA、子ども会、子育て支援団体等）
の代表者で構成される協議会で団地や地域
の課題を話し合い、結論を得るようにする。 
②団地委員会方式：団地住民で再生委員会を
組織して持続的に討議する。但し、この方式



は民主的手続きで委員を選出する手続きに
困難が伴うことが予想され、団地管理主体の
側にも居住者を団地運営のパートナーとし
て尊重する姿勢が必要となる。 
また、多様な権利者が存在するコミュニテ

ィ再生を実現するためには、以下の点に留意
して権利者の合意形成を十分に図っていく
ことが重要であると結論づけられた。 
①ソフト面の問題解決のツールとして「建築
ストック」を活用する。 
②権利者である住民と事業者が共に継続的
に取り組むことによって相互の信頼関係を
築く。 
③住民の潜在的な要求やその場所の可能性
を最大限に掘り起こし、住民自身の意欲を促
すことを最優先にする。 
④再生事業の開始から完成までの一連のプ
ロセスを通してコミュニティを最大限に活
用し、住民たちと、何が問題か、何が必要か、
何をすべきかを話し合い、「出来ることから」
「出来る範囲から」再生を実行する。 
⑤再生プロセスの目標を、その土地で手に入
る地域資源と、技術、住民の知識や経験、そ
して住民の積極的な参加によって達成する。 
(9) 団地リソース循環活用型ストック再生
システムの汎用化に向けた検討を行った結
果、再生が求められている建築ストックの大
半が標準的な家族を想定した画一的なデザ
インであることから、これらのストックを再
生する際には、多様な人々のニーズや思い入
れ、ライフスタイルや文化を包含（Include）
する取り組みを大事にしたハウジングを推
進し、一般受けする物件ではなく、魅力的な
個性ある物件が流通の中心となるような施
策を重視することが必要と結論づけられた。
その点で、「社会的包摂（Social Inclusion）」
という政策課題を反映する形で誕生した「イ
ンクルーシブ・デザイン（Inclusive Design）」
文 2）というデザイン手法は、人間を標準的な
タイプとしてしか捉えなかった従来のデザ
インプロセスから排除されていた多様なユ
ーザーをデザインプロセスの初期から巻き
込むというコンセプトが特徴であり、団地ス
トックのマネジメント手法として有効と位
置づけられた。つまり、多数決原理で支持さ
れた１つの解決策に集約するような合意形
成ではなく、多様な解決策があることを前提
とした、ひとりひとりの顔が見えるようなス
トック・マネジメントが重要となることが判
った。 
また、再生事業の多様性を実現するために

は、問題解決に対する答えや手法の多様さで
はなく、その再生過程に多様性を見出すこと
が大切となる。つまり、住民が既存のシステ
ムや手法の「選択行為」から脱却し、「自ら
創造する」住まいづくりを展開していくとい
う意識への転換をもたらすような意思決定
支援システムを確立することが重要と結論
づけられた。 
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